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米国における当社に対する訴訟の提起に関するお知らせ 

 

平成 29年 8月 24日付「米国における当社に対する訴訟の提起に関するお知らせ」及び平成 30年 1月

11日付「訴訟の判決に関するお知らせ」にてお知らせしたとおり，当社は，平成 29年 8月 18日付で米

国カリフォルニア州南部地区連邦裁判所に訴訟を提起され，その後同裁判所より平成 30年 1月 5日付で

同訴訟を却下する旨の判決が下されておりましたが，このほど，同訴訟の原告ら（157 名）の大多数を

含む 198 名より，同裁判所に改めて訴訟を提起されるとともに，他の米国内の裁判所にも同内容の訴訟

を提起されましたので（以下，あわせて「本件訴訟」といいます。），下記のとおりお知らせいたします。

なお，3月 19日現在，当社は本件訴訟のいずれについても訴状等の正式な送達を受けておりません。 

また，当社は，平成 25 年 3 月 15 日付「米国における当社に対する訴訟の提起に関するお知らせ」に

てお知らせしたとおり，米国で同種の訴訟（平成 30 年 3 月 19 日現在の原告数は 239 名）を提起されて

おりますが，同訴訟は，引き続き同裁判所に係属しております。 

 

記 

 

１．訴訟の提起があった裁判所及び年月日 

（１）裁判所 

① 米国カリフォルニア州南部地区連邦裁判所 

（United States District Court for the Southern District of California） 

  ② 米国コロンビア特別区連邦裁判所 

（United States District Court for the District of Columbia） 

（２）訴訟の提起日 

平成 30年 3月 14日（現地時間） 

 

２．訴訟を提起した者の概要 

米国居住の個人 198名  

 

３．訴訟の原因及び提起されるに至った経緯 

原告らは，当社及び他の米国企業 1社に対して，平成 23年 3月の東北地方太平洋沖地震の発生後に，

米国空母の乗組員等として米軍による被災地支援活動に従事したところ，当社らの設計・建設・保守

管理等が不適切であったことなどにより福島第一原子力発電所の事故が発生し，被ばくをしたことに

より身体的，経済的及び精神的損害を受けたことなどを主張しています。 

 

４．請求内容等 

原告らの医療検査や治療のための費用を賄うことを目的とした少なくとも 10億米ドルの基金の創設，

並びに各原告に対する損害賠償及び懲罰的損害賠償（なお，訴状には，損害賠償及び懲罰的損害賠償

の請求金額の記載はありません） 

 

 



 

５．今後の見通し 

当社は，今後，訴状等の正式な送達を受けた場合には，原告らの主張及び請求内容を精査したうえ

で適切に対処していく所存であります。 

また，現時点では本件訴訟への応訴に伴う当社の業績への影響は不明ですが，今後，開示すべき事

項が発生した場合は速やかにお知らせいたします。 

以 上  


